
4 款 3 項 3 目

22 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 25年度以前 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度以降

2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 10,000

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 5年間の実績

浄化槽改造補助申請件数 件 1 15 2 3
雨水タンク補助申請件数 件 0 15 1 2

項目 単位 25年度実績 26年度予定 9月末の実績 26年度実績

一般財源 1,284 2,673 284 787

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

0
県支出金 0 0 0 0

人件費 1,220 397 159 397
国庫支出金 0 0 0

7,954
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.15 0.05 0.02 0.05
人件費単価 8,135 7,954 7,954

397
合計 0 2,673 284 787

事業費
直接事業費 64 2,276 125 390
人件費 1,220 397 159

改善策の
具体的

取り組み

今年度において補助制度の需要を見極め、補助金がもたらす誘引効果を検証し、次年度における制度の見直
しに活用する。

事業費及び財源内訳
項　　　目 25年度決算 26年度予算 9月末の執行状況 26年度決算

事業の目的

節水型まちづくりの一環として雨水の有効利用を促進し、節水意識の高揚を図る。

事業の内容

節水及び水不足対策のために、雨水タンクを設置する市民に本体価格の１／２以内で上限３万円、また浄化
槽の改造については上限１２万円の補助を行う。

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

公共下水道への接続の受付を行うのが下水道課であることから、切替時の連携を密にして雨水利用促進関
係補助金の啓発を行うことにする。広報やＨＰを活用し、深刻な渇水時への備えの大切さを啓発する。

事業の対象 雨水タンクを購入する市民、浄化槽を雨水貯留施設に改造する市民

根拠法令等
伊予市雨水貯留施設購入費補助金交付要綱、伊予市浄化槽雨水貯留施設改造費補助金交付要綱

事業の性格 法定事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 環境保全課 電話番号（内線）： 535
記入者情報 所属長： 出来 和人 担当責任者： 窪田 春樹

事務事業名 節水等推進事業
予算科目

総合計画での位置付け
都市基盤の整備
水資源の確保

平成26年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業



3二次評価
（所属部長）

一次評価結果のとおり事業継続と判断するが、以下の課題を新たに追加する。

意見、課題
補助制度の周知を図ったところ、今年度における申請件数は確かに増加はしているものの、まだまだ申
請件数は低い。この補助制度について、改めて検証する必要がある。

課題認識

市民が持つ日々の節水意識を雨水の有効利用につなげることが事業推進への近道と考え、雨水タンク購
入時の補助制度があること、さらに下水道の整備後に不要になった浄化槽を改造するときの補助制度を
下水道課と連携しながら、啓発を図っていく必要がある。

二次評価

C成果向上の可能性 3
施策への貢献度 3

効率性
手段の最適性 3

Cコスト効率

課題認識

日々の節水意識を雨水の有効利用につなげることが事業推進への近道と捉えて、補助制度の周知を
図ったところ、今年度における申請件数が増加した。今後は、浄化槽の再利用に伴う衛生面の心配を取り
除くことが普及へのポイントと考え、下水道課と連携しながら事業の啓発に取り組む必要がある。補助事
業であるため施行確認を厳格に行う必要もあるが、経費を抑えるための工夫であれば、手抜きと判断しな
い柔軟性もあって然りと考える。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 3

C

3
受益者負担の適正 3

施策への貢献度 3

市民ニーズへの対応 3
市の関与の妥当性 3

有効性
事業の効果 3

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 3

C市民ニーズへの対応 3
市の関与の妥当性 3

効率性
手段の最適性 2

Cコスト効率 3
受益者負担の適正 3

有効性
事業の効果 2

C成果向上の可能性 3

目　　標 74 80 85 0
実　　績 35 40 0 0

成果指標

成果指標
雨水利用促進関係補助金申請件数の累積

指標設定の
考え方

制度利用者の増加により雨水の有効利用が促進され、節水意識の高揚につながる。

区分年度 25年度 26年度 27年度



3
経営者会議の最終判断

事業の方向性
下記の点を見直しの上、継続する。

意見、課題

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


